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本日のご説明内容

1. 東洋経済ＣＳＲ調査の概要

2. ＣＳＲデータ利用刊行物・関連サービス

3. 回答企業との対話・外部との関わり

4. 東洋経済ＣＳＲ調査回答に役立つ関連資料

5. 『ＣＳＲ企業白書』のご紹介

6. 第１７回東洋経済ＣＳＲ評価・ＣＳＲ企業
ランキング

7. ＣＳＲ企業ランキングの活用法

8. 公開情報からの調査・評価

9. 今年・今後の東洋経済ＣＳＲ調査・評価
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これまでの
調査・評価
の報告、資
料のご案内

今後の調
査・評価の
ご説明



本説明会の主な目的

東洋経済ＣＳＲ調査・評価の概要を知ってい
ただく（基本的な考え方の共有）

説明資料等の存在を知っていただく
※本説明会資料は後日、説明会ページに掲載

直接、ご質問いただける場を提供

できるだけ多くの方とお会いする
（双方向のコミュニケーション）
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１．東洋経済ＣＳＲ調査の概要



東洋経済ＣＳＲ調査の目的
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中立的な立場である経済出版社として、
『ＣＳＲ企業総覧』という刊行物を発行

刊行物・データを通じて、「よい会社」「信
頼される会社」を見つけるための基礎情報を
収集・提供



東洋経済ＣＳＲ調査は１８回実施

東洋経済１１０周年（２００５年）記念事業
として開始

中立的な立場でＣＳＲ調査を実施

ＣＳＲ評価・財務評価を行い、企業
の総合評価を作成

「よい会社（信頼される会社）」を
見つけるための基礎情報収集・提供

『ＣＳＲ企業総覧』２冊発行
２０２３年版：２０２２年１１月発売

『ＣＳＲ企業白書』
２０２３年版：２０２３年４月発売
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掲
載
情
報

会社基本データ

ＣＳＲ＆財務評
価・格付け

ＣＳＲ全般

ガバナンス・法令
順守・内部統制

雇用・人材活用

消費者・取引先対応

社会貢献

企業と政治の関わり

環境

集めたデータはすべて掲載

東洋経済ＣＳＲ調査の特徴 ＣＳＲ企業総覧 編集・制作 ランキング・集計表



日本最大級のＣＳＲ情報を保有
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東洋経済が考える
ＣＳＲ活動に重要な３つの視点
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③社会課題の解決

（ＣＳＶなど）

②ＥＳＧの基本的取り組み
ＥＳＧ（＝環境・社会・ガバ

ナンス）

①人材活用・雇用問題（Ｈ）
の取り組み

『ＣＳＲ企業総覧
（雇用・人材活用編）』

『ＣＳＲ企業総覧（ＥＳＧ編）』

「ＥＳＧ－Ｈ」という枠組みが基本

①会社に関わるさまざまな人を大切にしているか？
②事業活動で与える負荷を減らすよう努力しているか？

③社会課題解決に貢献しようとしているか？

★ＳＤＧｓに貢献

２０１７年版から分冊

信頼される会社へ



ＣＳＲ活動でより強い会社になっていく

①会社の基盤である
人づくりのＣＳＲ

•従業員の健康・安全対応

•従業員の満足度向上

•ダイバーシティ推進

•女性活躍推進

•取引先・顧客への誠実な対応

②不祥事・
トラブル予防
（守りのＣ
ＳＲ）

•事業上の問題点に対応

•モラル向上・ルール化

•サプライチェーンの対応

•環境など各種規制への受動的対応

•内部通報の体制整備

③企業力・
イメージアップ
（攻めのＣＳＲ）
（ＣＳＶ・ＳＤＧｓ）

•災害復興支援など社会課題解決
の取り組みによるノウハウ・
販売先獲得

•規制面の早期対応での技術向上

•社会課題解決・貢献
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より強い会社に Ｃ
Ｓ
Ｒ
活
動
の
積
み
上
げ

持続可能性につながる

この全体の動きがわかるような調査・評価を目指す



ランキングが上がらない会社

傾向

•調査票ごとに開示の
バラつきがある（担
当者の差？）

•回答できないと諦め
ている

•回答の手引きなどを
あまり読んでいない

よくある

未回答項目

•ダイバーシティ推進
の基本理念

•内部通報件数

•障害者雇用率の目標値

•育児休業取得率

•各種表彰歴

•ＢＣＭ・ＢＣＰ等

66



注目されるＣＳＲ・ＥＳＧデータ

財務情報中心の企業評価の限界

非財務情報への注目度の高まり

非財務情報の中心としてのＣＳＲ関連データ

海外・国内で幅広く情報開示の対象に
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企業を詳しく知るための情報として注目されている



これまでにない（ＥＳＧ）情報を
知りたいというニーズが増えている
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人材活用では

• 女性管理職人数

• 有給休暇取得率

• 離職者数

• メンタルヘルス休職者数

• 世代別従業員数

• 従業員の年間総労働時間

• 新卒３年後定着率

• 研修時間、研修費用

他ＥＳＧ関連では

• 社会貢献活動支出額

• 政治献金・ロビー活動支出額

• 内部通報件数

• 相談役・顧問数

• 法令違反等

• 生物多様性関連の支出額

• ＣＯ２排出量（Scope）

• 再生可能エネルギー利用率

こうしたニーズに対応した情報提供を目指す



東洋経済ＣＳＲ調査票の構成（２０２２年）
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※業種・規模に関わらず共通の調査票
※紙とフォーム付きＰＤＦ調査票の２種類

※基礎調査は、総合調査１，２，３，より１８項目を抜粋した調査（Ａ
３・１枚）。初めてご回答される企業におすすめ

皆様のご協力のもと、アンケートで情報収集を行ってきた

総
合
調
査

１．雇用・人材活用編（Ａ３・４枚）

２．CSR全般・社会貢献・内部統制等編（Ａ３・４枚）

３．環境編（Ａ３・３枚）



ＣＳＲ調査項目の選定

1. 基本的に前年の調査票を踏襲

2. 調査票の自由記入欄からヒント
例）勤務間インターバル制度、週休３日制など

3. 海外や国内の動きから注目データを選定
例）プラスチック削減の取り組み、再生可能エネ
ルギー利用率など
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ご回答いただいた調査票のその後
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①調査票編集 ９名のチームメンバーで編集作業

②編集部チェック ４名の編集部メンバーで確認

③入力・校正作業 20名のチームメンバーで入力・校正

④ゲラ確認 ８名の校正士が全体を２回読む

⑤データチェック プログラムや校正ソフトによるチェック

⑥編集部最終読み 編集部で最終読みを行い校了

ご回答いただいた情報は丁寧にデータ化



２．東洋経済のＣＳＲデータ
利用刊行物・関連サービス

・『ＣＳＲ企業総覧（雇用・人材活用編）（ＥＳＧ編）』

・『ＣＳＲ企業白書』

・デジタルコンテンツ・ライブラリー（ＤＣＬ）

（『ＣＳＲ企業総覧』オンラインサービス）

・東洋経済ＥＳＧオンライン

・データベース（ＣＳＲデータ・ＣＳＲ評価データ）



東洋経済ＣＳＲデータの提供先
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ＣＳＲ調査データ

ランキング

ＣＳＲ企業総覧
ＣＳＲ企業白書

デジタルコンテン
ツ・ライブラリー

（ＤＣＬ）
東洋経済CSRデータ 東洋経済ＥＳＧオンライン

ＣＳＲ評価データ

• 紙・電子書籍で発行

• 『ＣＳＲ企業総
覧』オンライン
サービス

• 図書館などの購入

• 日経テレコン、Ｇ
－Ｓｅａｒｃｈな
どでも閲覧可能

• 東洋経済のほとんどの媒
体がＷｅｂで見られる
サービス

• 学生は自宅やスマホから
も閲覧可能

• 全国１３０以上の大学・
公立図書館・企業で導入

• 首都圏の主要私立大学を
中心に拡大中

• 就職や研究に利用

• 『ＣＳＲ企業総
覧』掲載情報を
データベース化

• テキストデータと
して提供

• 大学や調査機関、機
関投資家等が利用

• ランキングデータも

• ２０１６年１月から
サービス開始

• Ｗｅｂサービス

• 主に機関投資家な
どが対象

• ＣＳＲ以外に役員、
ＣＧ報告書などの
データも

• 検索も可能

どこで見られるのか？



『ＣＳＲ企業総覧』２０２３年版
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有力・先進１７０２社を掲載

時価総額ベースで全上場企業の８７％を網羅



『ＣＳＲ企業白書』２０２３年版

内容 詳細

解説記事
各分野の専門家によるＣＳＲ・ＥＳＧ情報の解説ページ
（重要テーマ３０、ＥＳＧ投資、ＳＤＧｓ、情報開示など）

総合ランキング
ＣＳＲ企業ランキング、ＥＳＧ企業ランキング、ＳＤＧｓ企業ラ
ンキング、プラチナキャリアランキングなど３８

個別ランキング

ガバナンス関連、勤続年数、新卒３年後定着率、女性管理職比率、
外国人管理職数、年間教育研修時間・費用、政治献金・ロビー活
動等支出額、温室効果ガス排出量（対利益も）、生物多様性保全
など８５

業種別集計編

制度・方針・体制等：活動のマテリアリティ設定、ＣＳＲ担当部
署、ＣＳＲ担当役員など１５２

数値項目：内部通報、障害者雇用率、再生可能エネルギー利用率
など１２４
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発売日：２０２３年４月２４日発売（全７７４ページ）



週刊東洋経済・東洋経済オンライン

収集したデータはランキングとしても掲載
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『ＣＳＲ企業総覧』オンラインサービス

■Ｗｅｂでの検索閲覧サービス（ＤＣＬ：デジタルコンテンツ・ライブラリー特別版）

1. 『ＣＳＲ企業総覧』最新号
（雇用・人材活用編）（ＥＳＧ編）（統合版）
各社ごとのページが閲覧可能

2. 過去の週刊東洋経済「ＣＳＲ企業ランキング」記事
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●『ＣＳＲ企業総覧』 ●ＣＳＲ企業ランキング
掲載ページ

検索・閲覧可能

●仕様
• 同時アクセス１
• 検索システム＋印刷可

●料金
• 年額１２０，０００円（税抜き）



東洋経済デジタルコンテンツ
ライブラリー（DCL）

全国１３０以上の大学・公立図書館・企業で導入

21

• 東洋経済のほとんどの媒体が
Ｗｅｂで見られるサービス

• 首都圏の主要私立大学を中心
に拡大中



東洋経済ＣＳＲデータ
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２００６年版から１５年以上のデータを提供
ＣＳＲ企業総覧 掲載項目（全１,０３６項目）

雇用・
人材活用編

基礎データ（従業員数、新卒入社者の定着状況など）、多様な人材活用、人
権・労働問題、障害者雇用、人事評価・キャリア形成支援制度、ワーク・ライ
フ・バランス、賃金・休暇・諸制度、労働安全性

ＥＳＧ編

＜ＣＳＲ全般＞
ＣＳＲの基本的取り組み、ＥＳＧ・ＣＧコード、サステナブル調達など
＜ガバナンス・法令順守・内部統制＞
内部統制への取り組み、リスクマネジメント等への取り組みなど
＜消費者・取引先対応＞
対応部署の有無など
＜社会貢献＞
組織と支出、事業事例
＜企業と政治の関わり＞
税金に関する基本姿勢、政治献金・ロビー活動
＜環境＞

パフォーマンス、管理体制、環境リスクマネジメント、地球環境保全への取り
組み、２０２１年度の環境目標・実績など

※掲載項目は抜粋



東洋経済ＣＳＲデータ：主な利用先

利用先 主な利用内容

大学の研究者や授業、ゼミ、就職活
動などのアカデミック分野
（全体の約７０％。海外の大学も）

• データから必要な項目だけ使用
• ＣＳＲデータを基に独自に評価を作成
• 評価データをＣＳＲの達成度として利用
• これまでは雇用・人材活用編の利用が中心
• 環境や社会貢献等の情報へのニーズが拡大中

• 大学の授業でデータ分析の教材で使う
• ＥＳＧ・ＳＤＧｓ・ＣＳＶなどの研究
• 財務データと人材活用と生産性への影響の分析
• 副業制度の状況と企業パフォーマンスの分析

• 従業員世代分布や希望者の６５歳までの雇用
についての分析
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東洋経済ＣＳＲデータ：主な利用先

利用先 主な利用内容

運用会社・シンクタンクなど

• 研究に利用（女性の雇用等）
• 基礎データとして利用することが多い
• 自らの調査データと組み合わせるなど
• 設備・人材投資ＥＴＦの基礎情報として利用
• プラチナキャリア・インデックスの基本データ
• 新しいキャリア形成の研究やファンド開発
• 調査研究対象の選定

その他

• 就活向けのサービス
就職活動向けの情報として利用

• 企業担当者による他社状況の分析
• 他
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東洋経済ＥＳＧオンライン

『会社四季報』や『ＣＳＲ企業総覧』のデー
タを活用した、非財務情報の分析を目的とす
るオンラインサービス
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主な掲載項目

＜役員情報＞

・役員氏名、移動情報など

＜ＣＳＲ情報＞

・ＣＳＲ全般、人材活用、環境対策など

＜コーポレート・ガバナンス報告書＞

＜大株主情報＞

・株主名、持株数、持株比率など

＜財務情報＞

・ＲＯＥ、配当総額、自己株式取得額など

＜各種開示資料＞

・決算短信、有報、株主総会招集通知など



東洋経済ＥＳＧオンライン：主な利用先

利用先 主な利用内容

運用会社・信託銀行など

• 議決権行使業務
取締役の兼任先・数の確認等

• 役員情報、議案人事情報の把握
• ＣＳＲ関連情報の調査

諸制度への対応状況等の調査

その他

• 企業担当者による同業他社比較
• ＥＳＧ／ＣＳＲ推進のための事例把握
• コンサルティング業務での基本情報の整理
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３．回答企業との対話・外部との関わり



回答企業との対話を重視

名称 内容

①ＣＳＲ調査・
評価説明会

２０１２年開始。今年で１２回目。調査についての基本的
な内容の説明。作成した資料等の紹介。今年も昨年と同様
オンラインでの開催。

②個別質問会

２０１６年５月開始。基本的に毎月１回弊社会議室で開催。
２０２０年からはオンラインでも実施。申し込みが多い場
合はできるだけ複数日程を設定。

２０２２年４月から２０２３年３月（実施は４月）までの
１年間で合計５８社とお会いした。

事前にご質問をいただき、個別にお会いしてご説明。
ライバル企業との差や自社の得点についてのご質問が多い。

ただし、説明会資料の内容をご存知でない方が増えてきた
ため、まず、この説明会にご出席いただきたい。
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最新情報は東洋経済CSRオンラインやTwitter（@CSRToyokeizai）でお知らせ。



東洋経済サステナビリティフォーラム

回答企業への情報提供やさまざまなコミュニ
ケーションを行うための組織

２０１８年２月開始

回答企業をメンバーとしている

今後、ニーズのあるサービスを
有料も含めて検討していく

URL
https://biz.toyokeizai.net/-/csr/sustainabilityforum/
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東洋経済サステナビリティフォーラム
主なサービス

有用な情報提供を実施。是非ご参考に。
サービス名 主な内容

ＣＳＲ Ｆｉｌｅ
ダウンロードシステム

• 過去１３年分の『ＣＳＲ企業総覧』掲載ページ
• 過去８年分のＣＳＲ企業ランキング報告書
• ＰＤＦ調査票直近年度分（調査用）
• ＣＳＲ企業ランキング上位８００社
• 格付け一覧
• 業種別集計表

• 各社固有のＩＤ・パスワードを使用。ＩＤ追加や
ＰＷ変更なども可能

• 各種レポート

ＣＳＲ調査・評価説明会
個別質問会

• 年１回開催の説明会
• 個別にご質問いただける毎月開催の個別質問会

東洋経済ＣＳＲセミナー • 優先参加可能（一部有料）
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東洋経済の外部との関わり

協力・参加 主な内容

プラチナキャリア・アワード
• 発足に協力。第３回目以降はデータ提供とい

う形で協力を継続
• プラチナキャリア・インデックスが開始

読者・ユーザーとの対話
• 金融機関（ファンドマネージャー、銀行な

ど）、大学教授、コンサルティング会社など
• 大学の寄付講座

グリーン購入大賞 • 第１８回（２０１７年）から後援

その他個別でご協力・情報交換
• 可能な範囲での公式・非公式での意見交換会

の実施
• 依頼があればセミナー講師なども

31

外部との関わりで独りよがりにならない調査に



４．東洋経済ＣＳＲ調査回答に
役立つ関連資料



東洋経済ＣＳＲオンライン

東洋経済「ＣＳＲ調査」に関する情報は
すべて「東洋経済ＣＳＲオンライン」に掲載
https://biz.toyokeizai.net/-/csr/

とくに御覧いただきたいのは以下のページ

1. 東洋経済ＣＳＲ調査ページ（第〇〇回調査（２０××年調査））

https://biz.toyokeizai.net/-/csr/research/
2. 東洋経済サステナビリティフォーラム：最新の説明会資料

（２０××年東洋経済ＣＳＲ調査・評価説明会）
https://biz.toyokeizai.net/-/csr/briefing/2023CSR_Research.html

33
※本資料のこと



東洋経済ＣＳＲ調査ページ：必須資料

1. ご回答の手引き
• 調査票ごとに回答方法、考え方などをご説明

• 項目の追加・削除・変更をまとめています

2. 記入例
• 新規項目等で想定している回答事例などを掲載し
ています

※上記２つの資料は、前ページ記載の調査ページに掲載
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東洋経済ＣＳＲ調査ページ：掲載資料

郵送している資料はすべてこちらに掲載

そのほかの掲載資料
新規ご回答企業用のＰＤＦ調査票

総合評価を希望する企業向けの財務評価Ｅｘｃｅｌ

調査終了後に参考資料なども追加掲載
ＣＳＲ企業総覧の目次・見方使い方など

ＣＳＲ企業ランキング上位企業誌面サンプル

独自調査（公開情報のみ）企業の誌面サンプル
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東洋経済サステナビリティフォーラム：
最新の説明会資料

発表資料

主な質問・回答

ＣＳＲデータ各種集計表

ＣＳＲ企業ランキング得点業種別集計表

ＣＳＲ企業ランキング報告書見本

ＣＳＲ企業ランキング評価項目一覧・ポイント
⇒平均点も掲載
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各資料のご案内（デモ）

実際の画面でご説明します。

東洋経済ＣＳＲオンライン
https://biz.toyokeizai.net/-/csr/

調査ページ（前回調査）
https://biz.toyokeizai.net/-/csr/research/No18-2022.html

説明会資料（本説明会）
https://biz.toyokeizai.net/-/csr/briefing/2023CSR_Research.html
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５．『ＣＳＲ企業白書』のご紹介



『ＣＳＲ企業白書』２０２３年版

39

1. 巻頭特集
2. 総合ランキング
3. 個別ランキング
4. 制度等・集計表
5. 数値・集計表

掲載内容

発売日：２０２３年４月２４日発売（全７７４ページ）



『ＣＳＲ企業白書』の主なターゲット

企業のサステナビリティ・ＣＳＲ担当者

サステナビリティ関連の研究者・
コンサルタント・機関投資家など

特定分野の専門家（雇用・環境など）

大学関係（ゼミ・大学院生・教授等）
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総合ランキングを多く掲載

ＣＳＲ企業ランキング

ＥＳＧ企業ランキング

ＳＤＧｓ企業ランキング

プラチナキャリアランキング

財務力ランキング

中堅ＣＳＲ企業ランキング

中堅ＥＳＧ企業ランキング

41

多くの企業を掲載



「よい会社」選びに必要な多くの
情報を掲載

大卒３０歳平均賃金
月平均残業時間
有給休暇取得率
産休期間（法定：産前６週間、産後８週間）
育児休業取得者数・比率
女性管理職・部長の人数・比率
メンタルヘルス休職者数
内部通報件数
世代別従業員数
離職者数
ＬＧＢＴ方針・取り組み
社会貢献支出額
相談役・顧問
内部通報件数の推移
不祥事に関する刑事告発など
生物多様性関連の支出額
ＣＯ２排出量

42

すべて掲載



貴社はどのくらい対応していますか？

制度・取り組み等 社数（比率）

在宅勤務 １,０８９社（８７.３％）

勤務間インターバル ３３９社（２８.０％）

副業兼業許可制度 ５５０社（４４.７％）

サテライトオフィス ５１６社（４１.８％）

再雇用制度（あり） ６５３社（５３.５％）

ＬＧＢＴへの対応の基本方針 ５１７社（４２.４％）

人権デューデリジェンスの取り組み ６７７社（５７.７％）

東日本大震災復興支援の取り組み ４３３社（３５.３％）

ＮＰＯ・ＮＧＯとの連携 ８４９社（５０.８％）

内部通報件数回答企業 ７２５社（４２.６％）

納税倫理規定（あり） ４９９社（４４.８％）

スコープ３（集計） ５８２社（５１.６％）

プラスチック削減の取り組み ６９１社（５９.３％）

気候変動に関するシナリオ分析（行っている） ５９１社（５１.０％）

43 出典：ＣＳＲ企業白書２０２３年版



この会社は先進企業でしょうか？

項目 数値

障害者雇用率 ２.３％

女性管理職比率 １０.０％

新卒３年後定着率 ９０.０％

ボランティア休暇利用者数 年間６人

男性育児休業取得率 ５０％

社会貢献活動支出額 年間５,０００万円
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順位と平均値 『ＣＳＲ企業白書』より

項目 数値

障害者雇用率
６２９位

平均２.１３％（１,３８２社）

女性管理職比率
３７６位

平均９.３％（１,４９６社）

新卒３年後定着率
３７８位

平均８０.２％（１,３８０社）

ボランティア休暇利用者数
１００位

平均１７１.７人（４３９社）

男性育児休業取得率
１７９位

平均３７.７％（６１０社）

社会貢献活動支出額
３４２位

平均３億２,０４０万円（８３９社）

45 出典：ＣＳＲ企業白書２０２３年版



６．第１７回
東洋経済ＣＳＲ評価・ＣＳＲ企業ランキング



ＣＳＲ評価・ランキング作成の目的

•株式投資・就職先として勧められる会社

•「信頼される会社」像を考える

「信頼される会社」
をＣＳＲデータを
使って見つける

•数値情報など定量評価での企業評価

•財務評価とあわせた総合評価

定量評価による企業
評価の仕組み作り

•各企業の取り組みの参考指標のひとつに

•ＣＳＲ情報を見る際の参考情報（「もの
さし」のひとつ）に

各社のＣＳＲ活動
を見る際の参考情
報に

47



ＣＳＲ企業ランキングでの優良企業

①方針

②取り組み③成果

48

F：財務の力

④

情
報
開
示

例：人材活用・
ダイバーシティ
マネジメント

①基本理念、障害者
雇用率の目標、など

②多様な人材登用部
署の設置、ＬＧＢＴ
への対応、など

③女性管理職・部
長職比率、障害者
雇用率、外国人管
理職の有無、など

①から④までと財務の力が両立した会社



ＣＳＲ企業ランキングの枠組み

49

ＣＳＲ
（３００点）
①＋②＋③＋④

• 人材活用
• 環境

• 企業統治＋
社会性

財務
（３００点）

F

• 収益性
• 安全性
• 規模



ＣＳＲ企業ランキング：５つの視点
（２０２３年版）

50

信頼

される

会社

人材活用

５１項目

環境
３４項目

企業統治
４１項目

財務力
１５項目

社会性
３２項目

５つの視点の
データで評価



２０２３年版ＣＳＲ企業ランキング
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順位 前年 社名
総合
（600）

人材活用
（100）

環境
（100）

企業統治
＋社会性
（100）

財務
（３00）

1 5 富士フイルムＨＤ 574.0 92.4 94.2 97.8 289.6 

2 1 日本電信電話 572.9 95.2 100.0 100.0 277.7 

3 6 中外製薬 572.0 91.4 90.7 95.1 294.8 

4 2 ＮＴＴドコモ 570.2 93.3 98.8 97.3 280.8 

5 12 積水ハウス 570.0 85.7 96.5 97.8 290.0 

6 4 三井物産 568.9 95.2 96.5 97.3 279.9 

7 10 花王 567.9 94.3 89.5 96.2 287.9 

8 3 ＫＤＤＩ 567.6 91.4 95.3 98.9 282.0 

9 62 ＮＴＴデータ 567.3 92.4 97.7 97.3 279.9 

10 7 ＪＴ 566.7 88.6 94.2 97.3 286.6 



東洋経済ＣＳＲ評価の特徴

全業種を同じ土俵で見ていく

幅広い分野を対応

基本的な取り組みを重視

数値で把握できる項目を積極的に取り入れる
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上位はどのような会社か？

業績が安定している

ＣＳＲの主要テーマを網羅している・意識している

指標等の数値上昇に努力している

幅広くＣＳＲ情報を開示している

53

多くの人が「優良」と認める会社

幅広く活動・開示できない非製造業・中堅は得点が低い傾向

環境分野の活動・開示レベルがランキングに影響
（開示可能な情報も多い）

幅広く活動・開示できない会社の評価は低い

業種内順位や得点の成長率など別の見方もある



評価項目の基礎得点のつけ方

各評価項目の最大得点は1～3点が中心

基本的に、現在の実力を評価する

数値項目は「率」と記載していれば、「率」で評価。「人数」な
どと記載していれば、その「実数」で評価

重要な項目は率と実数（人数等）の両面で評価
育児休業取得者＋育児休業取得率など

数値項目は全社の平均値などを参考に得点ルールの見直しを
定期的に実施
障害者雇用率、女性管理職比率など

文章項目は基本的に該当する内容が書いてあれば得点

54

⇒「評価項目一覧」にポイント・得点を記載



評価の具体例（人材活用）

評価項目 評価内容

女性管理職比率
• １５％以上：２点
• ８％以上：１点

女性部長比率
• １０％以上：２点
• ４％以上：１点

新卒入社者の定着度
（３年後定着率）

• ９５％以上：４点
• ８５％以上：３点
• ７５％以上：２点
• 回答有：１点

勤務形態の柔軟化に関する諸
制度

• １つの制度：１点
• ただし、合計点は最大５点

従業員のインセンティブを高
めるための諸制度

• １つの制度：１点
• ただし、合計点は最大５点
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評価の具体例（ＣＳＲ全般・環境）

56

評価項目 評価内容

内部通報件数

• ２年連続数値回答あり：３点
• １年のみ数値回答あり：２点
• その他での回答：１点

他実行性向上への取り組み回答：＋１点
２年連続一定以上の件数：＋１点 最大５点

地域社会参加活動実績 • 何らかの活動実施（回答あり）：２点

自然災害・パンデミックへの
支援

• （東日本大震災）行っている：２点
• 昔行っていた：１点

東日本大震災以外でさらに加点。
• （新型コロナ課題解決）行った：２点 最大４点

環境法令違反の有無
• ２年連続ゼロ：３点
• ２年回答があり、いずれかゼロ：２点
• 回答あり：１点

温室効果ガス（Ｓｃｏｐｅ１+２）排
出量削減

• ２年連続回答あり：+１点
• 排出量（Ｓｃｏｐｅ１+２）の

昨年比削減率が一定以上：+２点 最大３点



２０２３年ＣＳＲ評価
基礎得点満点、最高得点・企業
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満点（項目数）
最高得点

達成率（前年）
社名

人材活用 １１３点（５１項目）
１０５点

９２.９％（９３.７％）
三井住友フィナンシャル
グループ

環境 ８８点（３４項目）
８６点

９７.７％（９８.８％）
日本電信電話

企業統治 ９８点（４１項目）
９８点

１００％（１００％）

東京海上ＨＤ、日本電信
電話、アサヒＧＨＤ、ＫＤＤ
Ｉ、ＮＥＣ、ヤマトＨＤ

社会性 ８７点（３２項目）
８４点

９６.６％（９６.５％）

日本電信電話、オムロン、

第一生命ＨＤ、Ｚ ＨＤ

企業統治＋社会性 １８５点（７３項目）
１８２点

９８.４％（９７.８％）
日本電信電話

各
評
価
項
目
の
得
点
を
合
計
し
基
礎
得
点
を
算
出



ランキングはトップの基礎得点が基準

格付けは基礎得点の段階で作成

ランキングはトップの基礎得点を基準（１００点になる）

基礎得点の最高点は毎年変化

トップの基礎得点が上昇すると、昨年と同じ基礎得
点では評価は下がる

58

★2000年 基礎得点 得点

Ａ社（１位） 80 100

Ｂ社（■位） 50 62.5

倍率（１位のＡ社が基準）
100÷80＝1.25倍
Ｂ社得点＝50×1.25（62.5点）

★2001年 基礎得点 得点

Ａ社（１位） 90 100

Ｂ社（■位） 50 55.6

倍率（１位のＡ社が基準）
100÷90＝1.1111倍
Ｂ社得点＝50×1.1111（55.6点）



最近１１年のランキング平均点

上位７００社 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 ２０１９年 ２０２０年 ２０２１年 ２０２２年 ２０２３年

総合ポイント 403.6 421.1 439.9 440.3 442.2 440.4 449.6 458.4 469.7 469.1 471.8

人材活用 55.4 59.6 63.4 64.3 66.8 68.3 71.4 72.5 75.1 74.2 75.3

環境 59.7 63.8 64.2 65.4 68.6 70.5 73.1 73.2 73.4 74.1 74.0

企業統治＋社会性 63.3 67.1 69.1 70.9 73.1 75.1 77.4 79.0 81.0 79.4 81.7

財務 225.2 230.5 243.2 239.8 233.7 226.4 227.8 233.6 240.3 241.3 241.0

上位２００社 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 ２０１９年 ２０２０年 ２０２１年 ２０２２年 ２０２３年

総合ポイント 484.0 500.9 516.9 513.7 523.1 520.4 524.6 527.2 531.8 531.9 532.4

人材活用 76.0 81.0 83.6 83.3 84.1 84.8 86.6 86.3 87.3 85.6 85.7

環境 83.2 87.1 86.4 86.4 88.9 89.4 90.2 89.7 89.1 88.5 87.0

企業統治＋社会性 85.4 88.9 88.9 88.9 90.0 90.9 91.8 92.2 93.1 91.2 92.0

財務 239.4 243.9 258.0 255.2 260.1 255.3 256.1 259.0 262.4 266.7 267.7

全社 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 ２０１９年 ２０２０年 ２０２１年 ２０２２年 ２０２３年

対象社数
1,116

※一定レベル
以下も対象

1,059 1,086 1,110 1,136 1,165 1,221 1,284 1,348 1,362 1353

人材活用 47.4 51.8 53.6 53.4 55.2 55.4 56.6 56.0 57.0 57.2 59.4

環境 47.9 52.6 51.9 51.8 53.9 54.4 54.9 54.0 53.0 53.3 54.1

企業統治＋社会性 54.2 58.2 58.9 59.2 60.5 61.3 61.7 61.5 62.0 60.3 63.9



最新ランキングの特徴

上位企業は財務が好調。取り組みも高水準を
維持。

全体的に取り組みが底上げされている。とく
に雇用、企業統治+社会性の取り組みが進展。

未上場・外資系企業からの回答も増加傾向。
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ＣＳＲ基本評価について

少ない情報で基本となるＣＳＲ評価を行うことが目的

基礎調査の項目（１８項目）で評価を実施
基礎調査の項目は総合調査にすべて含まれる

現在は人材活用の項目が中心

将来的には役員情報、大株主情報、四季報情報など
を組み合わせて評価を行いたい

１位はゆうちょ銀行
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ＣＳＲ企業ランキング報告書

サステナビリティフォーラムでダウンロード
（８年分：２０１６年～２０２３年）可能
※報告書の作成は２０１３年から開始

２０２２年１１月２８日に電子メールで、
ユーザー名・パスワードをお知らせ

ＣＳＲ企業ランキングのすべての得点をご紹介
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ＣＳＲ企業ランキング報告書の見方

参考：ＣＳＲ企業ランキング報告書見本

総合順位は７６位

輸送用機器に属してランキングは５５社中１３位

総合ランキングは財務得点有り（１,５５４社）とＣ
ＳＲ得点が一定以上（１,３５３社）が対象

所属業種、全社のＣＳＲ関連、財務関連の各部門の
合計得点はそれぞれ社数が異なる
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ＣＳＲ企業ランキング
『週刊東洋経済』掲載号
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第１回 ２００７年５月１９日号

第２回 ２００８年５月１７日号

第３回 ２００９年５月１６日号

第４回 ２０１０年５月１５日号

第５回 ２０１１年２月２６日号

第６回 ２０１２年３月１７日号

第７回 ２０１３年３月３０日号

第８回 ２０１４年４月 ５日号

第９回 ２０１５年３月１４日号

第10回 ２０１６年３月 ５日号

第11回 ２０１７年３月 ４日号

第12回 ２０１８年２月１７日号

第13回 ２０１９年２月１６日号

第14回 ２０２０年２月２２日号

第15回 ２０２１年３月 ６日号

第16回 ２０２２年３月 ５日号

第17回 ２０２３年２月１８日号

評価は第２回調査から実施し
ているため、調査と評価で開
催数に差がある点に注意



７．ＣＳＲ企業ランキングの活用法



ＣＳＲ企業ランキング上昇企業の例

■きっかけ

•新しく担当になった

•幹部から指摘

① 目標設 定・ 方
針 設定

•基本方針の見直し

•いくつかＫＰＩ（重要業
績評価指標）を設定

•その中のひとつがＣＳＲ
企業ランキング

②情報収集

•自社の情報を収集

•他社の情報を収集
『ＣＳＲ企業総覧』『ＣＳＲ
企業白書』を使用

③開示・取り組み

•取り組みを広げる

•その内容を開示する

•さらに問題点がわかる

•強みもわかってくる

④ランキング上昇

•２００位くらいには上が
ることが多い
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レベルアップ

ＣＳＲ企業ランキングの上昇企業で多いパターン



自社の課題発見に役立てる
ランキング活用法

①トップク
ラス企業の
情報を見る

②全体・業
種の平均値
や状況を見
る、業種の
上位も見る

③自社が弱
い点を把握。
取り組むべ
き内容を決
定

④実行
（方針・取
り組み・成

果）

⑤ＣＳＲの
レベルアッ

プ
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『ＣＳＲ企業総
覧』を活用

『ＣＳＲ企業白
書』を活用

担当者中心に
決めていく！

ランキング
上昇も！



まずは各社ができることを着実に

調査票にご回答いただく中で課題が見えてく
ることが多い

まずは従業員とそれに関連する取り組みをじ
っくり行う

環境対応は明確な目標・目的を持って

社会課題解決は足元を固めてから

インパクトは小さくてもそうした企業が増え
ることで社会全体で大きなインパクトになる

中堅上場企業にがんばっていただきたい
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８．公開情報からの調査・評価



各社の開示情報は増えつつある

①義務化

•コーポレー
ト・ガバナ
ンス報告書

•女性活躍推
進法

•（有価証券
報告書）

②社会の要請

•ＣＳＲ報告書

•環境報告書

•統合報告書

•ＥＳＧ情報
開示の動き

•各種表彰制度

③アンケート

•『役員四季報』

•「大株主調査」

•『就職四季報』

•「ＣＳＲ調査」
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まだ十分ではないが少しずつ増えている こちらも必要

現在はアンケート分を含めて企業を評価できるレベルになると考える



回答企業以外も同じデータベースに

回答会社

昨年回答・今年
未回答会社

未回答会社
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Ｃ
Ｓ
Ｒ
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

Ｃ
Ｓ
Ｒ
企
業
総
覧
・
評
価
・
ラ
ン
キ
ン
グ

公開情報等
から補足す
る場合あり

ＥＳＧイン
デックス銘
柄・公開情報
が多い会社を
中心に調査

公開情報が少
ない場合は個
別に検討



公開情報からの調査について

■問題意識

• 開示情報からＥＳＧデータ収集とい
う流れが広まりつつある

• 官公庁などは企業の開示情報を増や
そうとしている（有価証券報告書な
どでのサステナビリティ関連情報の
開示義務化など）

• 東洋経済も公開情報から集めていく
体制整備が必要という認識は持つ

• 通常の調査票・ＤＢの枠組みに入れたい

• 回答・未回答企業あわせて評価を行える
ようにする

• ランキングの対象にもする

• ただし、非常に手間がかかるため２０２
２年の対象企業は８社

■２０２２年調査の結果

• ＣＳＲに積極的とされている未回答企
業、ＥＳＧインデックス企業から８社
を調査。

• ＣＳＲ報告書、女性の活躍推進企業デ
ータベースなどからデータを取得

• 取得できる項目は多くなかった

• 特に数値項目が少なかった

• 結果、評価はあまり高くなかった
⇒開示情報は充実しているが、
横並びで「比較可能な情報」は
少なかった
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公開情報の課題も多い

多くの機関
が一緒に考
えていく時
期になっ

た？

公開情報は十分
ではないため依
然多くの機関が
似たような調査
票を送っている

基 準 が バ ラ バ ラ

評価手法・見方
が確立されてい

ない
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• 調査内容の標準化
• 共通項目の共同利用
• アカデミックを中心とし

た情報の見方の検討

課題

• 開示情報は多くない
• 特に数値情報が十分ではない
• 人に関するデータがあまりない

国中心に開示基準を決めていくのがよいのかもしれない



情報開示の義務化は進んでいる

有価証券報告書でのサステナビリティ関連情報
の開示義務化

ＩＳＳＢ（国際サステナビリティ基準審議会）
によるサステナビリティ開示基準の策定

※上記の詳細について、アンケートご回答特典として編集部レポートをご提供

ただし、「有用な」情報となるかは未知数
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公開情報とアンケート情報を組み合わせて
「信頼できる会社」の情報を社会に提供していく



９．今年・今後の
東洋経済ＣＳＲ調査・評価



今年の調査について

紙・ＰＤＦ調査票で実施予定

調査票の枚数は維持

既存項目のブラッシュアップ

調査表・資料の改善

いずれもご回答の手引きに記載予定
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今後の方針

Ｗｅｂ回答に向けた検討を加速

調査にご協力いただけるメリットを増やす
情報の横展開、ご提供資料の拡充など

ＳＤＧｓなど社会課題解決について全体的に
整合性をとれるような項目を目指す

基本評価、財務評価の見直しを進める
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２０２３年調査のスケジュール
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年月 内容

２０２３年６月
新調査項目を決定。調査票の作成開始
調査票発送（６月下旬発送予定）

７月
ＰＤＦ調査票作成・セット（ＣＳＲ Ｆｉｌｅダウンロードシステム）
ＳＤＧｓ企業ランキング発表予定？

８月 締め切り（８月２１日または２２日見込み）。編集開始

９～１０月 編集・入力・校正等の作業（取材なども）

１１月 『ＣＳＲ企業総覧（雇用・人材活用編）（ＥＳＧ編）』２０２４年版発売予定

１２月 集計編送付

２０２４年２月

各種ランキング発表開始
（予定）ＣＳＲ企業ランキングの発表（『週刊東洋経済』）
（予定）ＣＳＲ企業ランキング報告書ダウンロード開始

４月 『ＣＳＲ企業白書』２０２４年版発売予定

４～５月 調査説明会




